
調布市建築物再生可能エネルギー利用促進区域内における説明義 務の対象となる

建築物の用途及び建築の規模を定める条例の概要 

 

 

趣旨 

（条例第 1条） 

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する

法律（平成２７年法律第５３号。以下，「建築物省エネ

法」という。）第６３条第１項の規定により，建築物再生

可能エネルギー利用促進区域内における建築士から

建築主に対する再生可能エネルギー利用設備に係る

説明義務の対象となる建築物の用途及び建築の規

模を定めるもの 

建築士が説明を要する 

建築物の用途 

（条例第２条） 

建築物省エネ法第２０条第２号に規定する文化財

等と同条第３号に規定する仮設建築物を除いたも

の。 

※「文化財等」の具体的な建築物は次のとおり 

・国宝，重要文化財，重要有形民俗文化財，特別史跡

名勝天然記念物又は史跡名勝天然記念物として指

定され，又は仮指定された建築物 

・伝統的建造物群を構成している建築物 

・重要美術品等として認定された建築物 

・景観重要建造物 

【理由】 

建築物省エネ法で，省エネ基準への適合義務の適

用が除外される建築物のうち，再エネ利用設備の設

置により景観を害する文化財等と再エネ利用設備の

設置が一時的になる仮設建築物を除外 

建築士が説明を要する 

建築物の建築の規模 

（条例第３条） 

 

建築に係る部分の床面積の合計が 10 ㎡を超える

もの。 

【理由】 

建築物省エネ法におけるエネルギー消費性能の説

明義務の除外規定を準用し，エネルギー消費量が極

めて少ない床面積の合計が 10㎡以下の小規模建築

物を除外 

 


